


[

[ ] 

[ [ ] 

 

[ ] 

  ( ) 

( ) 

 
 

 
 

[ ] 

( ) 
< 1 > 

( ) 
< 1 > 

  
  

[ ] 

 
[ ] 

( ) 

( ) 
< 1 > 

( ) 
< 1 > 

( ) 
< 2 > 

 

 

  

  

  

  

 

 

 

 

< > 
1 1  
2 2  















細則第38号様式（第２条第49号）
 （個別票）                                                      　　 

１　事業所等の概要

㎡ kｌ

２　温室効果ガスの排出の抑制等を図るための基本方針

３　推進体制

他事業所（倉庫）において、省エネ協力のお願いをしています。

当社は、「ニコン環境基本方針」に則り、気候変動への対応を含め地球環境の保全と改善のため、環境汚染の防止
とともに、省エネルギーを含め資源の有効活用と削減に取り組んでいます。
さらに、「ニコン環境３年計画」に削減目標を設定し温室効果ガスの排出抑制に努めています。

具体的な取り組みとして、
①更新の対象となる主要なエネルギー使用設備511号館照明器具更新工事　平成29年度完成
②更新の対象となる主要なエネルギー使用設備500号館照明器具更新工事　平成30年度完成
③更新の対象となる主要なエネルギー使用設備522号館第2変電設備更新工事　平成30年度完成
④更新の対象となる主要なエネルギー使用設備500号館第5変電設備更新工事　平成31年度完成予定

（Ａ４）

事業所等の建物管理、エネ
ルギー管理に関する状況等

延 床 面 積 36,669
原油換算エネ
ルギー使用量

1,975

事 業 所 等 の 区 分 工場 所 有 形 態 所有（オーナー）

エネルギー管理権原 全て有り 使 用 形 態 全て使用

地球温暖化対策実施状況報告書

事 業 所 等 の 名 称 株式会社ニコン　横浜製作所

事 業 所 等 の 所 在 地 横浜市栄区長尾台町471

エネルギー管理統括者

【計画管理責任者】

環境委員会、事業環境部会

横浜製作所 所長

【推進責任者】

エネルギー管理士

【技術管理者】

省エネ推進チーム

各部部長等

(省エネ推進責任者)
各課課長等

各課員

(省エネ推進担当者)

横浜地区環境部会

全社体制



細則第38号様式（第２条第49号）
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４　温室効果ガスの排出の抑制に係る目標等の状況

t-CO2/

％

削減率 ▲ 3.6 ％ t-CO2/

％

削減率 2.2 ％ t-CO2/

％

削減率 9.5 ％ t-CO2/

％

（Ａ４）

（2018年度）
削減率

目標等の達成状
況及び説明

・以下の要因により地球温暖化ガスの排出量が減少しました。
①500・511・521号館の照明器具をＬＥＤ化した効果がありました。
　※500号館は、2017年度・2018年度の二年における分割工事
②502号館のエネルギーを比較的多く使用した実験等設備の他事業所への移動・廃棄を行いました。
③製作所内の省エネ活動(不在時・休み時間消灯、空調温度管理)等の推進を行いました。
結果として基準年度排出量4384t-CO2に対し、第三年度(2018年度)排出量3967t-CO2になりました。目標年度
1％減のところ、第三年度にて9.5％減少となりました。

計画期間全体の
排出状況に関す
る説明

横浜製作所では、基準年度(2015年度)に対し、削減目標(2016年度～2018年度)削減率1％として取り組んだ
結果、第三年度(2018年度)において9.5％の削減となりました。
排出量の削減要因として、第一年度(2016年度)は、弊社拠点構想施策により、他事業所からの部署単位編入
によるエネルギー使用量増加となりましたが、第二年度（2017年）より製作所内の省エネ啓発活動・推進、
計画していたエネルギー削減施策を全て実施、また、エネルギーを比較的多く使用した実験設備等の他事業
所への移動・廃棄ができたことにより、最終第三年度（2018年）は、基準年度（2015年）排出量を大幅に下
回ることができ、目標をクリア致しました。

事業者全体として、ニコン環境管理基本方針に則り、「低炭素社会の実現」「資源循環型社会の実現」「健
康で安全な社会の実現」を長期環境ビジョンとして位置づけ、サステナブルな社会の構築に貢献していくこ
とから、横浜製作所においてもこの方針に協力していく。

第 一 年 度

目標等の達成状
況及び説明

・以下の要因により地球温暖化ガスの排出量が減少しました。
①500・511・521号館の照明器具をＬＥＤ化した効果がありました。
②製作所内の省エネ活動(不在時・休み時間消灯、空調温度管理)等の推進をし、結果として基準年度排出量
4384t-CO2に対し、第二年度(平成29年度)排出量4289t-CO2になりました。目標年度1％減のところ、第一年
度にて2.2％減少となりました。

第 三 年 度
排 出 量 3,967 t-CO2 排出原単位

目標等の達成状
況及び説明

・以下の要因により地球温暖化ガスの排出量が増加しました。
①521号館の照明器具をＬＥＤ化した効果がありました。
②製作所内の省エネ活動(不在時・休み時間消灯、空調温度管理)等の推進をしてまいりましたが、他事業所
より部署が移動してきたことにより、結果として基準年度排出量4384t-CO2に対し、第一年度(平成28年度)
排出量4543t-CO2になりました。目標年度1％減のところ、第一年度にて3.6％増加となりました。

第 二 年 度
排 出 量 4,289 t-CO2 排出原単位

（2017年度）
削減率

（2016年度）
削減率

基準原単位

（2018年度）
削減率

排 出 量 4,543 t-CO2 排出原単位

排出の抑制に係
る目標の設定の
考え方

横浜製作所では、基準年度(平成24年度)に対し、削減目標(平成25年度～平成27年度)削減率3％として取り
組んだ結果、第三年度(平成27年度)において62％の削減となりました。
　排出量の削減要因として、生産職場の移転があり横浜製作所の形態が変わり、排出量が大幅に減少しまし
た。
　今年度から、基準年度(平成27年度)に対し、削減目標(平成28年度～平成30年度)として、削減量1％とし
取組みます。
　削減率が減少したのは、生産職場は移転しましたが、その他の設備において、増加傾向であることから削
減量1％としました。
　排出量削減対策として、設備更新による施策及び週2回のノー残業の設定や残業規制（原則20時以降禁
止）等を行い排出量削減に寄与しています。

事業者全体とし
ての目標等

t-CO2/（2015年度）

目 標 年 度
目標排出量 4,340 t-CO2 削減率 1.0

基 準 年 度
基準排出量 4,384 t-CO2

％ 目標原単位


	横浜市のHPに公表されている2019年提出報告書_.pdf
	ko.pdf
	個別-基本 (3)
	個別-目標 (3)


